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研究国際部研究推進課・財務部監理課

学術研究に対する国民の信頼を損なうものです。
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◆　本学における会計職務の権限体制は、次に示すとおり、総長を頂点とした
ピラミッド構造になっています。

◆　予算執行上の運営責任は各部局予算責任者（部局長）に、会計上の事務
処理責任は各部局経理責任者（共通事務部長・事務（部）長）に委ねられて
おり、責任の明確化を図っています。

【共通事務部長・事務（部）長】

【財務部経理課長・掛長等】
金銭の出納及び保管に

関する事務
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　本学における契約は一般競争を原則としている。ただし、次の場合に例
外的に随意契約を認めている。　　　　 （業務方法書、会計規程第41条）

・契約の性質又は目的が競争を許さない場合
・予定価格1,000万円未満のもの　等

（契約事務取扱規則第37条）
　予定価格1,000万円以上の設備を調達しようとする場合には、調達し
ようとする設備の仕様の策定を行うため、仕様策定委員を任命するもの
とする。
　 ただし、当該設備を調達しようとする者は仕様策定委員及び技術審査
職員になることはできない。
（大型設備等の調達に係る仕様策定等に関する取扱要領第２条、第６条）

　契約金額が500万円未満の契約をするときは、契約書の作成を省略す
ることができる。　　　　　　　　　　　　　　　 　（契約事務取扱規則第43条）
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※　寄附金の個人経理の禁止
たとえ個人に対する寄附であっても、本学に対して改めて寄附
手続を行い、機関経理することが求められます。

� �



※　寄附金の個人経理の禁止
たとえ個人に対する寄附であっても、本学に対して改めて寄附
手続を行い、機関経理することが求められます。

� �



旅行伺
兼旅費精算請求書

兼報告書

自署

・競争的資金の種類により、書面で出張結果を求め
られている場合は、別途出張報告書を作成してく
ださい。科研費等本学の規程を準用するものは、
本学様式（旅行伺兼旅費精算請求書兼報告書、あ
るいは旅行伺兼旅費概算（精算）請求書兼報告
書）により、出張完了報告に伴う請求・精算書を
作成して事務室等に提出してください。なお旅行
伺には用務先相手方の所属・氏名、訪問場所、用
務内容等を具体的に記載してください。
・ただし、本学の規程を準用する場合でも、詳細な
出張状況報告を求められる場合もありますので、
出張依頼書や学会、シンポジウム等のパンフレッ
ト、研究成果物、記事等の資料は保管しておいて
ください。
・出張者は、過大請求でないことを証明するため
に、カバーチケットや領収書等の証拠書類を添付
しておいてください。
・請求内容は必ず出張者本人が確認し、自署により
請求してください。
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令

必ず発注者以外の検収担当者が検収を行う。
※　原則として、発注者が所属する研究室等
　 以外の検収担当者が検収

◆　物品購入等の発注・検収について説明します。

10 11
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　不適切な利用をした場合は、利用資格の取消又は
停止となる場合があります。

本学教職員が職務遂行のため、10万円未満の範囲で、物品の購入、借入、
請負、その他の契約を行い、代金を支払ったときは、予算責任者等の承認を得
たものに限り、その代金を支払うことができる。ただし、10万円以上の立替え払
いであっても、予め経理責任者が認める場合は、その代金を支払うことができる。

（契約事務取扱要領第24条）
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◆　 競争的資金等のうち、交付内定を受けた補助金や前年度からの継続分の
補助金等について、研究の速やかな実施及び継続性の確保のために、その
管理者である大学法人が、補助金等が交付されるまでの間、立替えることが
できる制度です。

飲食費支出基準

会議等の開催前に飲食費支出伺を提出。

経理責任者は、必要に応じて、関係者若しくは業者等に確認。
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科研費の翌年度使用について

◆　 基金について（一部基金の「基金」分を含む）
「基金」として配分されたものは、研究期間内であれば繰越の手続きは必要ありません。

◆ 　補助金について（一部基金の「補助金」分を含む）
「補助金」として配分されたもので、繰越要件に該当する場合は、繰越手続き（理由書１枚
の提出）をすることで、翌年度に使用することができます。

（繰越対象について）
　 翌年度に繰り越すことができるのは、交付決定時には予想し得なかったやむを得ない事
由により年度内に完了することが困難となった補助事業に係る経費です。なお、研究計画
の終了後に余った補助金（余剰金）は、繰越しの対象にはなりません。

◆　競争的資金（直接経費）には、制度毎に使用できない経費が設定されてい
ます。なお、使用するときは、当該制度の内容について再確認することをお願
いします。

16 17
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研究拠点形成費等補助金
で使用できない経費
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研究拠点形成費等補助金
で使用できない経費
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【学内の処分】
　国立大学法人京都大学教職員就業規則第48条の規定による懲戒解雇、諭旨解雇、停
職、減給、戒告の懲戒処分、又は第50条による訓告、厳重注意等の指導監督措置を受け
ます。
（懲戒処分を行った事案は、本学の懲戒処分の公表基準により公表されます。）

応募資格制限の厳罰化・適正化

20 21
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◆　本学において管理する競争的資金等に関し、使用ルールや事務手続き等についての相談
に対応するため、以下のとおり相談窓口を設置しています。
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※　通報を行うに当たっては、顕名によることとし、競争的資金等の不正な経理等を
行った者の氏名、不正経理等の内容およびその事実の客観的かつ合理的な根拠
を記載した書面等を、通報窓口に提出してください。

　 なお、匿名による通報の場合は、国立大学法人京都大学における競争的資金等
の適正管理に関する規程第10条第4項により公益通報として取扱います。
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　　京都大学研究国際部研究推進課研究コンプライアンス掛
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研究国際部研究推進課・財務部監理課

学術研究に対する国民の信頼を損なうものです。




